
平成 30 年度 一般社団法人東京建設業協会との意見交換会

○ 次 第

１ 開 会

２ 議 事

（１） 建設業の社会保険加入及び中長期的な担い手確保の取組みについて

（２） 入札契約制度改革本格実施後の状況について

（３） その他要望等

３ 閉 会

○ 日時：平成 31 年 2 月 13日（水）15 時 30分～16時 30分

○ 場所：東京都庁第一本庁舎 42階北側 特別会議室Ｂ



平成31年2月13日

◎　一般社団法人　東京建設業協会 （敬称略）

飯塚　恒生

伊藤　寛治

藤田　謙

安達　孝行

末松　直紀

杉山　文彦

水野　敏昭

齊藤　隆

横山　裕康

秋元　健太郎

小坂　浩

木下　雅夫

大宮司　壮

鴨下　達也

樋口　秀剛

野村　秀樹

松村　博

近藤　義弘

市川　光一

真安　俊之

澤野　泰彦

池田　良介

田井　佐衣佳

平成30年度　一般社団法人東京建設業協会との意見交換会　出席者名簿

　　会長

　　副会長

　　副会長

 　  公共工事制度研究部会部会長

 　  公共工事制度研究部会副部会長

　　専務理事　

　　事務局長

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

　　事業部長

　　会長秘書

　　事務局

　　事務局

　　事務局

　　公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員

 　  公共工事制度研究部会委員
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◎　学識経験者

小澤　一雅

斉藤　徹史

仲田　裕一

◎　都側職員

初宿　和夫

五十嵐　律

吉川　健太郎

岡村　忠祐

荒山　英之

小出　真志

金子　陽子

　　入札監視委員会制度部会長

　　入札監視委員会制度部会委員

　　入札監視委員会制度部会委員

　　財務局経理部長

　　財務局契約調整担当部長

　　財務局経理部契約調整担当課長

　　財務局経理部契約調整技術担当課長

　　財務局経理部電子調達担当課長

　　財務局経理部契約第一課長

　　財務局建築保全部技術管理課長
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東京建設業協会との意見交換会 会場レイアウト図
日時：平成31年２月13日（水） 15時30分
場所：第一本庁舎42階北側 特別会議室B

取材位置

プレス

受付

初宿

経理部長

吉川契約調整

担当課長

五十嵐契約調整
担当部長

岡村契約調整

技術担当課長

金子技術
管理課長

小出契約
第一課長

荒山電子調達

担当課長

会長秘書

真安 俊之

公共工事制度

研究部会委員

齊藤 隆

公共工事制度

研究部会委員

水野 敏昭

公共工事制度

研究部会委員

大宮司 壮

事業部長

市川 光一

事務局長

近藤 義弘

事務局

池田 良介

公共工事制度

研究部会委員

横山 裕康

事務局

田井 佐衣佳

事務局
澤野 泰彦

会長

飯塚 恒生

公共工事制度

研究部会部会長

安達 孝行

副会長

伊藤 寛治

公共工事制度

研究部会副部会長

末松 直紀

専務理事

松村 博

副会長

藤田 謙

公共工事制度

研究部会委員

樋口 秀剛

公共工事制度

研究部会委員

秋元 健太郎

公共工事制度

研究部会委員

野村 秀樹

公共工事制度

研究部会委員

杉山 文彦

公共工事制度

研究部会委員

小坂 浩

公共工事制度

研究部会委員

鴨下 達也

公共工事制度

研究部会委員

木下 雅夫

都
事
務
局

傍
聴
席

速
記
席

小
澤
委
員

斉
藤
委
員

仲
田
委
員
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事 務 連 絡

平成 30年 12月５日

一般社団法人 東京建設業協会

会長  飯塚 恒生  様

東京都財務局経理部契約調整担当課長

意見交換会の開催のご案内及び実態調査へのご協力のお願い

日頃より、東京都の入札契約制度につきまして、ご理解・ご協力をいただき誠にありがとうご

ざいます。

さて、標記意見交換会を下記のとおり、東京都入札監視委員会制度部会の下で開催したいと存

じますので、ご多用中誠に恐縮ですが、ご出席くださいますよう宜しくお願い申し上げます。

なお、意見交換は、「建設業の社会保険加入及び中長期的な担い手確保の取組について」及び「入

札契約制度改革本格実施後の状況について」をテーマとし、活発かつ有意義な意見交換を行いた

いと考えております。つきましては、建設業の社会保険加入及び中長期的な担い手確保の取組状

況等を確認させていただきたいと存じますので、団体の会員の皆様への実態調査（アンケート）

の実施を賜りたく、お願い申し上げます。

また、発注者としての東京都に対するご要望等がございましたら、実態調査の結果とりまとめ

とともにご提出くださいますよう、併せてお願い申し上げます。

記

１ 日  時

平成 31年２月 13日（水） 15：30～16：30
２ 場  所

調整中のため、別途ご連絡致します

３ 意見交換のテーマ

（１） 建設業の社会保険加入及び中長期的な担い手確保の取組について

（２） 入札契約制度改革本格実施後の状況について

（３） その他要望等

４ 実態調査

調 査 内 容：別紙のとおり（平成 28年度意見交換の際、ご依頼した実態調査の内容に質問事項

を一部加えたものとなっております）

取りまとめ：平成 28年度意見交換と同様のかたちでお願いします

回 答 期 限：平成 31年１月 31日（木）

【事務局】

東京都財務局経理部総務課

契約調整担当 吉川・渡・大森

代表：03-5321-1111 内線：26-110
直通：03-5388-2608（直通）
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〔回答者〕

Ⅰ.社会保険の加入状況について
Ｑ1. 会員企業及び一次下請企業の保険加入状況

1-1.　貴社の社会保険加入状況について、該当する番号を選んでください。

1.健康保険 2.厚生年金保険 3.雇用保険
①加入 ①加入 ①加入
②適用除外 ②適用除外 ②適用除外
③未加入 ③未加入 ③未加入

1-2　.貴社と契約を結んでいる一次下請企業の社会保険加入状況等についてお答えください。

1.健康保険

2.厚生年金保険

3.雇用保険

Ｑ2. 二次下請企業に対する社会保険の加入指導状況
2-1.　二次下請企業に対する社会保険の加入指導について、該当する番号を選んでください。

①直接指導を行っている
②一次下請を通じて、指導を行っている
③全員加入しているため指導の必要がない
④指導は行っていない
⑤二次下請はいない

2-2.　2-1で①または②を選択した場合、どのように行っているか具体的に教えてください。

2-3.　2-1で④を選択した場合、その理由を教えてください。

回答欄 回答欄

社

建設業の社会保険加入及び中長期的な担い手確保の取組に係る実態調査

回答欄

社

会社名

TEL メール

氏　名

回答欄

社

社

社

社

回答欄

加入
適用
除外

回答欄

社

社

社

未加入

別 紙
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Ⅱ.賃金水準の確保状況について
Q1. 従業員の最近1年間の賃金

1-1.　貴社の従業員の最近1年間の賃金について、該当する番号を選んでください。

①基本給を引き上げた
②一時金のみ引き上げた
③引き上げを予定している
④引き上げる予定はない
⑤引き下げた

1-2.　上記で④または⑤を選択した場合、その理由を教えてください。

Ｑ2. 下請と契約する際の最近1年間の労務単価
2-1.　下請と契約をする際の最近1年間の労務単価について、該当する番号を選んでください。

①引き上げた
②引き上げを予定している
③引き上げる予定はない
④引き下げた

2-2.　上記で③または④を選択した場合、その理由を教えてください。

Ⅲ.法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況について
Ｑ1. 下請に対する見積条件への明示

1-1.　下請企業への見積り依頼の際、法定福利費の内訳明示した見積書の提出を条件として
いますか？次の選択肢の中から該当する番号を選んでください。

①全ての見積り依頼で条件としている
②一部の見積り依頼で条件としている
③条件としていない

1-2.　上記で③を選択した場合、その理由を教えてください。

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄
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Ｑ2. 下請からの見積書の提出状況
　　　 下請企業からの法定福利費を内訳明示した見積書の提出状況について該当する

番号を選んでください。

①大多数の下請から十分な見積書が提出されている
②大多数の下請から十分な見積書が提出されていない
③どちらともいえない

Ｑ3. 下請契約時の法定福利費の明示
 　　　下請契約にあたり、法定福利費を明示して契約を締結していますか。次の選択肢の中

から該当する番号を選んでください。

①全ての契約で明示して締結している
②一部の契約で明示し締結している
③明示しないで締結している

Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
Ｑ1. 若者の確保・育成

1-1.　28、29年度における若者（34歳以下）の採用状況についてお答えください。

1.　19歳以下

2.　20～24歳

3.　25～29歳

4.　30～34歳

1-2. 若者の育成にあたって、貴社の取り組みを具体的に教えてください。

Ｑ2. 新入社員の初任給
2-1　30年度の新入社員の初任給について該当する番号を選んでください。

①昨年度より引き上げた
②昨年度と同額としている
③昨年度より引き下げた

人

人

人

28年度

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄

年齢層

人

人

人

29年度

人

人
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2-2. 　2-1で③を選択した場合、その理由を教えてください。

Ｑ3. 女性の活躍推進
3-1　28、29年度の女性の採用状況についてお答えください（職種を複数兼ねる場合は

主な職種でご回答ください）。

1.　技術者

2.　技能者

3.　事務系職員

4.　その他

3-2　女性の活躍推進にあたって、貴社の取り組みを具体的に教えてください。

3-3.　法定の「産前産後休業」「育児休業」※に上乗せした制度の有無について該当する番号を
選んでください。
※「産前産後休業」（労働基準法第65条）

「育児休業」（育児・介護休業法第5条）

①両方とも上乗せした制度を設けている
②産前産後休業は、上乗せした制度を受けている
③育児休業は、上乗せした制度を設けている
④両方とも法定どおりで、特に上乗せした制度を設けていない

Ｑ4. 若手（40歳以下）と女性の雇用状況と監理技術者資格者証の保有者数
　　　貴社の従業員（技術者）のうち、若手（40歳以下）と女性の雇用状況についてお答えください。
　　　また、そのうち、監理技術者資格者証の保有者数を教えてください。

従業員（技術者）

うち、若手（40歳以下）

うち、女性

本人からの請求により取得できる、出産予定日を含む6週間前の休業期間（産前休業）と、本人
の申し出に関係なく就業することができない出産日翌日から6週間の休業期間（産後休暇）のこ
と。

養育する子が満1歳（保育所に入所できない等一定の場合は満1歳6ヵ月）の誕生日を迎える前日
まで認められている休業。

回答欄

回答欄

人 人

人 人

人

人

人

人数

人

人

人

うち、監理技術者

人 人

人 人

28年度 29年度職　種

回答欄
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Ｑ5. 障害者の雇用状況
5-1.　障害者の雇用状況について該当する番号を選んでください。

①雇用義務
※

があり、障害者の雇用を行っている
②雇用義務はあるが、障害者の雇用を行っていない
③雇用義務はないが、実際には障害者の雇用を行っている
④雇用義務もなく、実際に障害者の雇用も行っていない

※障害者の法定雇用義務

5-2. 　5-1で①または③を選択した場合、その人数と雇用率を教えてください。

雇用者数

雇用率

Ⅴ.労働環境・労働条件の現状について
Ｑ1. 週休2日制の普及状況

　　　貴社の建設現場の週休2日制の普及状況について該当する番号を選んでください。

①4週8休 ⑤4週4休
②4週7休 ⑥変形労働時間制
③4週6休 ⑦その他
④4週5休

Ｑ2. 有休休暇の取得状況
　　　貴社の平成29年における年間有休取得の平均取得日数について該当する番号を

選んでください。

①5日未満 ④10日以上11日未満
②5日以上7日未満 ⑤12日以上
③8日以上9日未満

Ｑ3. 従業員の平均月間実労働時間数
　　　28、29年度における従業員の月間実労働時間数（平均）についてお答えください。

月間実労働時間数（平均） 時間

回答欄

回答欄

28年度 29年度

人

％

時間

H30年12月1日時点

回答欄

従業員を45.5人以上雇用している企業は、従業員に占める身体障害者又は知的障害者を法定
雇用率（2.2％）以上にする義務があります。
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た

も
の

で
あ

る
。

・
「

本
格

実
施

後
」

と
は

、
平

成
30

年
6月

25
日

か
ら

平
成

30
年

12
月

31
日

の
間

に
公

表
し

た
案

件
を

対
象

に
集

計
し

た
も

の
で

あ
る

。

【
財
務
局
契
約
の
対
象
件
数
（
開
札
ベ
ー
ス
）
】

入
札
契
約
制
度
改
革
の
実
施
内
容

制
度
改
革
前

2,
89
2件

試
行
期
間
中

1,
64
9件

本
格
実
施
後

1,
67
7件

Ⅰ
予

定
価

格
の

事
後

公
表

事
前

公
表

2,
89

2件
10

0.
0%

21
件

1.
3%

1,
67

6件
99

.9
%

事
後

公
表

－
－

1,
62

8件
98

.7
%

1件
0.

1%

【
各
局
契
約
の
対
象
件
数
（
開
札
ベ
ー
ス
）
】

※
本

格
実

施
後

の
事

後
公

表
１

件
は

、
警

察
用

庁
舎

の
空

調
設

備
工

事
（

予
定

価
格

約
34

5百
万

円
）
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基
本
的
な
指
標
（
落
札
率
、
不
調
率
、
希
望
者
数
、
応
札
者
数
）

【
財
務
局
契
約
】

○
平

均
落

札
率

は
、

本
格

実
施

後
も

試
行

期
間

中
と

同
水

準
○

不
調

率
は

、
本

格
実

施
後

に
試

行
期

間
中

よ
り

も
改

善
○

平
均

希
望

者
数

と
平

均
応

札
者

数
は

、
本

格
実

施
後

に
試

行
期

間
中

よ
り

も
減

少

【
各
局
契
約
】

○
平

均
落

札
率

は
、

本
格

実
施

後
に

試
行

期
間

中
よ

り
も

減
少

○
不

調
率

は
、

本
格

実
施

後
に

試
行

期
間

中
よ

り
も

改
善

○
平

均
希

望
者

数
と

平
均

応
札

者
数

は
、

本
格

実
施

後
に

試
行

期
間

中
よ

り
も

減
少

指
標

制
度
改
革
前

開
札
61
7件

落
札
55
6件

・
不
調
61
件

試
行
期
間
中

開
札
56
4件

落
札
46
5件

・
不
調
99
件

検
証
結
果
報
告
書

H
30
.2
末
時
点

本
格
実
施
後

開
札
30
7件

落
札
26
2件

・
不
調
45
件

平
均

落
札

率
（

落
札

ベ
ー

ス
）

93
.2

％
93

.6
%

（
93

.8
%

）
93
.7

%

不
調

率
（

開
札

ベ
ー

ス
）

9.
9％

17
.6

%
（

18
.4

%
）

14
.7

%

平
均

希
望

者
数

（
落

札
ベ

ー
ス

）
5.

4者
6.

2者
（

5.
9者

）
4.
8者

平
均

応
札

者
数

（
落

札
ベ

ー
ス

）
3.

9者
4.

9者
（

4.
7者

）
3.
7者

指
標

制
度
改
革
前

開
札
2,
89
2件

落
札
2,
57
3件

・
不
調
31
9
件

試
行
期
間
中

開
札
1,
64
9件

落
札
1,
26
7件

・
不
調
38
2
件

検
証
結
果
報
告
書

H
30
.2
末
時
点

本
格
実
施
後

開
札
1,
67
7件

落
札
1,
38
6件

・
不
調
29
1
件

平
均

落
札

率
（

落
札

ベ
ー

ス
）

90
.9

％
93

.5
％

（
93

.9
%

）
92
.8

%

不
調

率
（

開
札

ベ
ー

ス
）

11
.0

％
23

.2
％

（
30

.6
%

）
17
.4

%

平
均

希
望

者
数

（
落

札
ベ

ー
ス

）
10

.7
者

10
.2

者
（

9.
0者

）
8.
8者

平
均

応
札

者
数

（
落

札
ベ

ー
ス

）
4.

9者
5.

3者
（

4.
6者

）
4.
2者

11



25
.2

%

14
.6

%

22
.9

%
19

.4
%

10
.3

%
12

.6
%

13
.1

%

5.
6%

9.
2%

0.
0%

5.
0%

10
.0

%

15
.0

%

20
.0

%

25
.0

%

30
.0

%

制
度

改
革

前
試

行
期

間
中

本
格

実
施

後

応
札

者
1者

落
札

率
99

％
以

上
応

札
者

1者
か

つ
落

札
率

99
％

以
上

18
.2

%

11
.5

%

24
.2

%

11
.6

%
11

.9
%

14
.8

%

7.
6%

4.
1%

10
.1

%

0.
0%

5.
0%

10
.0

%

15
.0

%

20
.0

%

25
.0

%

30
.0

%

制
度

改
革

前
試

行
期

間
中

本
格

実
施

後

応
札

者
1者

落
札

率
99

％
以

上
応

札
者

1者
か

つ
落

札
率

99
％

以
上

Ⅰ
予
定
価
格
の
事
後
公
表
関
連

財
務
局
契
約

各
局
契
約

制
度

改
革

前
対

象
3,

99
7者

試
行

期
間

中
対

象
4,

12
8者

本
格

実
施

後
対

象
2,

07
1者

制
度

改
革

前
対

象
25

,2
07

者
試

行
期

間
中

対
象

14
,5

81
者

本
格

実
施

後
対

象
14

,5
37

者

予
定

価
格

の
公

表
事

前
事

後
事

前
・

事
後

事
前

事
後

事
前

落
札

範
囲

内
1,

76
4者

（
44

.1
%

）
1,

21
2者

（
29

.4
%

）
68

5者
（

33
.1

%
）

10
,8

12
者

（
42

.9
%

）
3,

16
7者

（
21

.7
%

）
4,

82
3者

（
33

.2
%

）

最
低

制
限

価
格

等
未

満
43

8者
（

11
.0

%
）

50
1者

（
12

.1
%

）
24

5者
（

11
.8

%
）

1,
98

2者
（

7.
9%

）
1,

39
7者

（
9.

6%
）

1,
03

0者
（

7.
1%

）

予
定

価
格

超
過

－
75

8者
（

18
.4

%
）

65
者

（
3.

1%
）

－
2,

68
4者

（
18

.4
%

）
2者

（
0.

0%
）

辞
退

1,
27

5者
（

31
.9

%
）

1,
26

9者
（

30
.7

%
）

80
0者

（
38

.6
%

）
10

,2
42

者
（

40
.6

%
）

5,
91

5者
（

40
.6

%
）

7,
07

7者
（

48
.7

%
）

不
参

49
8者

（
12

.5
%

）
36

1者
（

8.
7%

）
26

3者
（

12
.7

%
）

2,
08

5者
（

8.
3%

）
1,

40
7者

（
9.

6%
）

1,
55

7者
（

10
.7

%
）

無
効

22
者

（
0.

6%
）

27
者

（
0.

7%
）

13
者

（
0.

6%
）

86
者

（
0.

3%
）

11
者

（
0.

1%
）

48
者

（
0.

3%
）

【
入
札
参
加
者
の
応
札
行
動
（
開
札
ベ
ー
ス
）
】

○
財

務
局

契
約

及
び

各
局

契
約

と
も

に
、

試
行

期
間

中
は

落
札

範
囲

内
の

割
合

が
減

少
し

た
が

、
本

格
実

施
後

は
増

加
○

財
務

局
契

約
及

び
各

局
契

約
と

も
に

、
本

格
実

施
後

の
辞

退
・

不
参

の
割

合
は

試
行

期
間

中
よ

り
も

増
加

【
落
札
率
99
％
以
上
、
応
札
者
１
者
の
件
数
割
合
（
落
札
ベ
ー
ス
）
】

○
財

務
局

契
約

は
、

各
指

標
と

も
に

本
格

実
施

後
は

制
度

改
革

前
よ

り
も

発
生

割
合

が
減

少
（

特
に

落
札

率
99

％
以

上
の

割
合

は
、

制
度

改
革

前
よ

り
も

約
3.

5割
減

少
）

○
各

局
契

約
は

、
各

指
標

と
も

に
上

昇
傾

向

財
務

局
契

約
各

局
契

約
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Ⅰ
予
定
価
格
の
事
後
公
表
関
連

【
落
札
率
の
分
布
（
財
務
局
契
約
）
】

○
制

度
改

革
前

に
発

生
し

て
い

た
予

定
価

格
付

近
の

集
中

が
試

行
期

間
中

に
減

少
し

、
本

格
実

施
後

も
そ

れ
を

維
持

（
比

率
）

0%5%10
%

15
%

20
%

25
%

30
%

35
%

制
度
改

革
前

試
行

期
間

中
本
格
実

施
後

平
均
（
制

度
改
革

前
）

平
均

（
本
格

実
施
後

）

93
.2
%

93
.6
%

93
.7
%

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

平
均
（
制
度
改
革
前
）

平
均
（
試
行
期
間
中
）

平
均
（
本
格
実
施
後
）

13



Ⅰ
予
定
価
格
の
事
後
公
表
関
連

【
落
札
率
の
分
布
（
各
局
契
約
）
】

○
予

定
価

格
付

近
の

集
中

に
大

き
な

変
化

な
し

（
比

率
）

92
.8
%

0%5%10
%

15
%

20
%

25
%

制
度
改
革

前
試
行
期

間
中
②

本
格
実

施
後

平
均

（
本
格
実

施
後
）

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

平
均
（
制
度
改
革
前
）

平
均
（
試
行
期
間
中
）

平
均
（
本
格
実
施
後
）

90
.9
%

93
.5
%

92
.8
%
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Ⅱ
Ｊ
Ｖ
結
成
義
務
の
撤
廃
関
連

※
混

合
入

札
を

導
入

し
た

９
業

種
（

建
築

、
橋

り
ょ

う
、

河
川

、
水

道
施

設
、

下
水

道
施

設
、

一
般

土
木

、
電

気
、

給
排

水
衛

生
、

空
調

）
を

対
象

【
混
合
入
札
の
導
入
に
よ
る
希
望
者
数
《
平
均
》
の
変
化
（
落
札
ベ
ー
ス
）
】

○
平

均
希

望
者

数
が

、
制

度
改

革
前

2.
6者

か
ら

、
本

格
実

施
後

5.
1者

へ
倍

増

業
種

制
度
改
革
前

（
Ｊ
Ｖ
結
成
義
務
）

試
行
期
間
中

（
混
合
入
札
）

本
格
実
施
後

（
混
合
入
札
）

Ｊ
Ｖ

合
計

Ｊ
Ｖ

単
体

合
計

Ｊ
Ｖ

単
体

全
体

2.
6者

5.
7者

0.
7者

5.
0者

5.
1者

1.
0者

4.
1者

建
築

3.
3者

7.
7者

0.
7者

7.
0者

5.
5者

0.
6者

4.
9者

土
木

2.
3者

5.
3者

0.
9者

4.
4者

5.
0者

1.
7者

3.
3者

設
備

2.
0者

4.
9者

0.
5者

4.
4者

4.
8者

0.
5者

4.
3者

【
混
合
入
札
に
お
け
る
Ｊ
Ｖ
・
単
体
別
の
受
注
件
数
《
割
合
》
の
変
化
（
開
札
ベ
ー
ス
）
】

○
Ｊ

Ｖ
が

落
札

す
る

割
合

が
、

試
行

期
間

中
14

.9
％

か
ら

、
本

格
実

施
後

19
.8

％
へ

上
昇

※
混

合
入

札
を

導
入

し
た

９
業

種
（

建
築

、
橋

り
ょ

う
、

河
川

、
水

道
施

設
、

下
水

道
施

設
、

一
般

土
木

、
電

気
、

給
排

水
衛

生
、

空
調

）
を

対
象

業
種

試
行
期
間
中
（
混
合
入
札
）

対
象
19
4件

本
格
実
施
後
（
混
合
入
札
）

対
象
86
件

Ｊ
Ｖ

が
落

札
単

体
が

落
札

不
調

Ｊ
Ｖ

が
落

札
単

体
が

落
札

不
調

全
体

14
.9
%

68
.6
%

16
.5
%

19
.8
%

67
.4
%

12
.8
%

建
築

10
.4

%
70

.8
%

18
.8

%
11

.5
%

73
.1

%
15

.4
%

土
木

24
.2

%
65

.2
%

10
.6

%
35

.5
%

51
.6

%
12

.9
%

設
備

10
.0

%
70

.0
%

20
.0

%
10

.3
%

79
.3

%
10

.3
%
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Ⅱ
Ｊ
Ｖ
結
成
義
務
の
撤
廃
関
連

【
混
合
入
札
の
導
入
に
よ
る
中
小
企
業
の
受
注
状
況
の
変
化
】

○
全

体
と

し
て

、
受

注
件

数
及

び
受

注
金

額
と

も
に

、
本

格
実

施
後

は
試

行
期

間
中

よ
り

も
中

小
企

業
の

占
め

る
割

合
が

増
加

※
混

合
入

札
を

導
入

し
た

９
業

種
（

建
築

、
橋

り
ょ

う
、

河
川

、
水

道
施

設
、

下
水

道
施

設
、

一
般

土
木

、
電

気
、

給
排

水
衛

生
、

空
調

）
を

対
象

全
体

建
築

土
木

設
備

全
体

建
築

土
木

設
備

受
注

件
数

ベ
ー

ス

受
注

金
額

ベ
ー

ス

27
.6

%
42

.5
%

23
.9

%

44
.7

%
59

.2
%

55
.6

%

19
.2

%32
.6

%
28

.4
%

32
.3

%
46

.7
%

34
.7

%

72
.4

%
57

.5
%

76
.1

%

55
.3

%
40

.8
%

44
.4

%

80
.8

%67
.4

%
71

.6
%

67
.7

%
53

.3
%

65
.3

%

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

大
企

業

中
小

企
業

53
.1

%
56

.4
%

53
.0

%

55
.0

%
79

.5
%

79
.4

%

36
.5

%47
.7

%
64

.2
%

44
.8

%
63

.8
%

65
.8

%

46
.9

%
43

.6
%

47
.0

%

45
.0

%
20

.5
%

20
.6

%

63
.5

%52
.3

%
35

.8
%

55
.2

%
36

.2
%

34
.2

%

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

本
格

実
施

後
試

行
期

間
中

制
度

改
革

前

大
企

業

中
小

企
業
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Ⅱ
Ｊ
Ｖ
結
成
義
務
の
撤
廃
関
連

【
総
合
評
価
方
式
に
お
け
る
Ｊ
Ｖ
結
成
時
の
加
点
状
況
（
落
札
ベ
ー
ス
）
】

○
本

格
実

施
後

、
Ｊ

Ｖ
結

成
で

加
点

さ
れ

た
割

合
が

増
加

○
そ

の
う

ち
、

契
約

ま
で

至
っ

た
割

合
も

増
加

【
技
術
者
育
成
モ
デ
ル
Ｊ
Ｖ
工
事
の
発
注
状
況
（
初
回
の
状
況
）
】

Ｊ
Ｖ
加
点
対
象

工
事
件
数

う
ち
Ｊ
Ｖ
加
点

実
績
あ
り

試
行

期
間

中
50

件
9件

（
18

.0
％

）
【

4件
落

札
（

8.
0％

）
】

本
格

実
施

後
32

件
12

件
（

37
.5

％
）

【
8件

落
札

（
25

.0
％

）
】

※
混

合
入

札
を

導
入

し
た

９
業

種
（

建
築

、
橋

り
ょ

う
、

河
川

、
水

道
施

設
、

下
水

道
施

設
、

一
般

土
木

、
電

気
、

給
排

水
衛

生
、

空
調

）
を

対
象

業
種

件
名

発
注
規
模

開
札
月

希
望
者

応
札
者

備
考

建
築

都
営

住
宅

30
H

-1
09

東
（

江
東

区
辰

巳
一

丁
目

）
工

事
予

定
価

格
2,

16
3,

17
5,

20
0円

H
30

.9
1

1
契

約
者

が
指

名
停

止
に

よ
り

契
約

解
除

建
築

都
営

住
宅

30
H

-1
06

西
（

多
摩

市
諏

訪
五

丁
目

）
工

事
14

.5
億

円
以

上
16

億
円

未
満

H
30

.9
0

－
中

止
後

、
再

発
注

（
モ

デ
ル

対
象

外
）

に
て

契
約

済

土
木

石
神

井
川

整
備

工
事

（
16

3）
予

定
価

格
82

4,
84

0,
28

0円
H

31
.1

1
1

契
約

済

土
木

仙
台

堀
川

護
岸

耐
震

補
強

工
事

（
そ

の
4）

7億
円

以
上

9億
円

未
満

H
31

.3
.7

2件
が

技
術

点
1点

（
技

術
実

績
評

価
型

に
お

け
る

Ｊ
Ｖ

加
点

相
当

）
の

差
で

落
札

者
が

逆
転

17



Ⅲ
１
者
入
札
の
中
止
関
連

【
１
者
入
札
の
中
止
に
よ
る
影
響
】

１
者
入
札
の
中
止
対
象
件
数

中
止
件
数

試
行

期
間

中
40

5件
70

件
（

17
.3

％
）

【
入
札
辞
退
の
原
因
分
析
（
辞
退
理
由
の
回
答
を
義
務
化
し
た
平
成
30
年
8月

31
日
以
降
分
に
つ
い
て
）
】

○
企

業
規

模
別

で
は

、
大

企
業

、
中

小
企

業
と

も
に

「
配

置
予

定
技

術
者

の
配

置
が

困
難

」
の

割
合

が
高

い
○

時
期

別
で

は
、

ど
の

月
も

「
配

置
予

定
技

術
者

の
配

置
が

困
難

」
の

割
合

が
高

く
、

年
末

に
向

け
て

そ
の

割
合

は
増

加
傾

向

区 分
Ｎ Ｏ

辞
退
理
由
等

理
由
別
件
数

合
計

大
企

業
中

小
企

業

選 択 肢 の 選 択

１
配

置
予

定
技

術
者

の
配

置
が

困
難

4,
04

1
（

64
.8

%
）

39
1

（
61

.5
%

）
3,

65
0

（
65

.2
%

）

２
見

積
金

額
が

当
初

見
込

み
よ

り
過

大
45

5
（

7.
3%

）
30

（
4.

7%
）

42
5

（
7.

6%
）

３
発

注
図

書
に

不
明

確
な

部
分

あ
り

46
（

0.
7%

）
3

（
0.

5%
）

43
（

0.
8%

）

４
技

術
的

に
履

行
が

困
難

40
4

（
6.

5%
）

48
（

7.
5%

）
35

6
（

6.
4%

）

５
そ

の
他

1,
28

8
（

20
.7

%
）

16
4

（
25

.8
%

）
1,

12
4

（
20

.1
%

）

合
計

6,
23

4
（

10
0%

）
63

6
（

10
0%

）
5,

59
8

（
10

0%
）

《
企
業
規
模
別
》

区 分
Ｎ Ｏ

辞
退
理
由
等

理
由
別
件
数

合
計

9月
10

月
11

月
12

月

選 択 肢 の 選 択

１
配

置
予

定
技

術
者

の
配

置
が

困
難

4,
04

1
（

64
.8

%
）

1,
05

8
（

50
.9

%
）

1,
02

7
（

69
.9

%
）

87
7

（
73

.4
%

）
1,

07
9

（
72

.3
%

）

２
見

積
金

額
が

当
初

見
込

み
よ

り
過

大
45

5
（

7.
3%

）
13

0
（

6.
3%

）
14

2
（

9.
7%

）
93

（
7.

8%
）

90
（

6.
0%

）

３
発

注
図

書
に

不
明

確
な

部
分

あ
り

46
（

0.
7%

）
13

（
0.

6%
）

18
（

1.
2%

）
7

（
0.

6%
）

8
（

0.
5%

）

４
技

術
的

に
履

行
が

困
難

40
4

（
6.

5%
）

11
7

（
5.

6%
）

10
2

（
6.

9%
）

74
（

6.
2%

）
11

1
（

7.
4%

）

５
そ

の
他

1,
28

8
（

20
.7

%
）

75
9

（
36

.5
%

）
18

0
（

12
.3

%
）

14
4

（
12

.1
%

）
20

5
（

13
.7

%
）

合
計

6,
23

4
（

10
0%

）
2,

07
7

（
10

0%
）

1,
46

9
（

10
0%

）
1,

19
5

（
10

0%
）

1,
49

3
（

10
0%

）

《
時
期
別
（
辞
退
届
を
提
出
し
た
時
期
）
》

（
単

位
：

者
）

（
単

位
：

者
）

《
再

発
注

に
よ

る
影

響
》

開
札

日
の

遅
れ

+
74
.6
日

工
期

の
遅

れ
+
69
.9
日

※
中

止
70

件
の

う
ち

、
再

発
注

を
済

ま
せ

た
69

件
の

平
均

18



Ⅳ
低
入
札
価
格
調
査
制
度
の
拡
大
関
連

【
低
入
札
価
格
調
査
の
実
績
（
開
札
ベ
ー
ス
）
※
拡
大
対
象
と
な
っ
た
財
務
局
契
約
に
お
い
て
】

○
試

行
開

始
（

低
入

札
価

格
調

査
の

厳
格

化
）

以
降

、
失

格
率

は
10

0％

業
種

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

対
象

件
数 ①

調
査

件
数 ②

（
②

/①
）

失
格

件
数 ③

（
③

/②
）

対
象

件
数 ①

調
査

件
数 ②

（
②

/①
）

失
格

件
数 ③

（
③

/②
）

対
象

件
数 ①

調
査

件
数 ②

（
②

/①
）

失
格

件
数 ③

（
③

/②
）

全
体

30
9

（
30
.0
%
）

3
（
33
.3
%
）

31
2

79
（
25
.3
%
）

79
（
10
0%

）
17
2

38
（
22
.1
%
）

38
（
10
0%

）

建
築

14
3

（
21

.4
％

）
0

（
0.

0％
）

59
20

（
33

.9
％

）
20

（
10

0％
）

35
8

（
22

.9
％

）
8

（
10

0％
）

土
木

12
4

（
33

.3
％

）
2

（
50

.0
％

）
13

8
22

（
15

.9
％

）
22

（
10

0％
）

66
14

（
21

.2
％

）
14

（
10

0％
）

設
備

4
2

（
50

.0
％

）
1

（
50

.0
％

）
11

5
37

（
32

.2
％

）
37

（
10

0％
）

71
16

（
22

.5
％

）
16

（
10

0％
）

【
失
格
事
由
の
内
訳
（
低
入
調
査
を
実
施
し
た
応
札
者
の
延
べ
数
に
対
し
て
）
】

○
調

査
対

象
者

の
４

割
強

が
失

格
基

準
（

数
値

的
ま

た
は

工
事

成
績

）
に

該
当

○
調

査
票

未
提

出
の

割
合

が
最

も
大

き
く

、
本

格
実

施
後

に
そ

の
割

合
は

増
加

項
目

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

①
数

値
的

失
格

基
準

52
者

（
28

.6
％

）
26

者
（

24
.3

％
）

②
工

事
成

績
失

格
基

準
34

者
（

18
.7

％
）

24
者

（
22

.4
％

）

③
調

査
票

未
提

出
83

者
（

45
.6

％
）

55
者

（
51

.4
％

）

④
調

査
票

の
不

足
・

不
備

13
者

（
7.

1％
）

2者
（

1.
9％

）

合
計

18
2者

（
10

0％
）

10
7者

（
10

0％
）

（
単

位
：

件
）

調 査 フ ロ ー
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【
参
考
資
料
１
】
入
札
契
約
制
度
改
革
の
本
格
実
施
（
制
度
の
変
遷
）

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

予
定
価
格

事
前
公
表

事
後
公
表

事
後
公
表
（
下
記
以
外
）

＋

事
前
公
表

Ｊ
Ｖ
結
成

Ｊ
Ｖ
義
務

混
合
入
札

混
合
入
札

＋
Ｊ
Ｖ
義
務
（
モ
デ
ル
工
事
（
一
部
）
）

１
者
入
札

中
止
せ
ず

中
止
す
る

中
止
せ
ず

低
入
札

価
格
調
査

Ｗ
Ｔ
Ｏ
以
上

(2
4.
7億

円
以
上
)

建
築
4.
4億

円
以
上

土
木
3.
5億

円
以
上

設
備
2.
5億

円
以
上

建
築
4.
4億

円
以
上

土
木
3.
5億

円
以
上

設
備
2.
5億

円
以
上

建
築
4.
4億

円
未
満

土
木
3.
5億

円
未
満

設
備
2.
5億

円
未
満
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【
参
考
資
料
２
】
都
内
に
お
け
る
建
設
投
資
の
推
移

（
年

度
）

44
4

42
3

50
4

41
1

38
4

39
9

38
8

41
5

47
7

53
8

14
9

15
0

14
8

14
6

15
6

15
9

18
8

20
5

20
6

24
6

0

10
0

20
0

30
0

40
0

50
0

60
0

70
0

80
0

90
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

民
間

公
共

※
建

設
政

策
研

究
所

H
P「

建
設

関
連

統
計

－
都

道
府

県
別

建
設

投
資

の
推

移
（

国
交

省
：

建
設

総
合

統
計

）
」

よ
り

（ 百 億 円 ： 出 来 高 ベ ー ス ）

☆
H

20
.9

 リ
ー

マ
ン

シ
ョ

ッ
ク

☆
H

23
.3

 東
日

本
大

震
災

☆
H

25
.9

 オ
リ

パ
ラ

東
京

開
催

決
定

都
内
の
建
設
投
資
は
上
昇
傾
向

H2
0

H2
1

H
22

H
23

H2
4

H
25

H
26

H2
7

H2
8

H
29

民
間

44
4

42
3

50
4

41
1

38
4

39
9

38
8

41
5

47
7

53
8

公
共

14
9

15
0

14
8

14
6

15
6

15
9

18
8

20
5

20
6

24
6

計
59

3
57

3
65

2
55

7
54

0
55

8
57

6
62

0
68

3
78

4
対

前
年

度
比

1.
03

0.
97

1.
14

0.
85

0.
97

1.
03

1.
03

1.
08

1.
10

1.
15

年
度

《
内

訳
》

（
単

位
：

百
億

円
） 約
1.
5倍
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